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ⅠⅠⅠⅠ 平成平成平成平成22222222年度年度年度年度のののの取組概要取組概要取組概要取組概要

1111 実施計画実施計画実施計画実施計画のののの進捗状況進捗状況進捗状況進捗状況についてについてについてについて

1

2

3

4

5

6

7

（注）「効果の内訳」については、１つの計画が複数の効果をもたらす場合、該当する項目に重複して表記してあります。

2222 取組取組取組取組のののの効果効果効果効果についてについてについてについて

■ 財政的な効果額 ■ 人員的な削減効果 ■ 定員適正化による削減効果 ■ 計画の進捗率　〔完全実施率〕

（人的財政効果額含む）

ⅡⅡⅡⅡ 計画年度計画年度計画年度計画年度のののの見方見方見方見方についてについてについてについて

（１） 「実施」は、取組概要の内容について完全に実施をすることを表しています。

（２） 「一部実施」は、取組概要の内容について段階的な実施や部分的な実施をすることと表しています。

（３） 「→→→→」は、取組を実施した状態（前年度と同じ改革の内容）が継続していることを表しています。

（４） 「△△△」は、当初計画の内容を修正し、修正内容を並記しています。

（５） 個別項目名に※のある項目は、社会環境や経済状況の変化にあわせて、追加した項目です。

百万円 ％人 約 87.9550 8.3

19 18 0

0

0

～　詳細は別添「行政改革の効果に関する資料」のとおり　～

3

10127 11 32 3615

10 10

3

124 109

4

18 13

4

0

0

0

5 0

1

効果の内訳

財政的な効果 人員的な効果 サービスの向上 事務の効率化

0 23

　人材育成の推進 03 3 0

58 9

0

0 1

その他

57

1 2 2

13 11

5 3 5

21

4

1 2 3

1 4

1

2 3

3

8

　公正の確保と透明性の向上

67

一部実施
（△印）

未実施
（×印）

計画項目数

18

13

▲10 人

区　　分

計

完全実施
（○印）

　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

　行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織

　定員管理及び給与の適正化等

　電子自治体の推進

　自主性・自律性の高い財政運営の確保
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

 （１）地域協働の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1
協働に係る基本方針の策
定

　袋井市の市民活動の現状や進むべき
協働の在り方について、NPO法人やボ
ランティア団体の代表者等で組織され
る協議会を設置し、ワークショップ形式

地域振興課
市民協働課

指針の策定
適用 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　袋井市協働まちづくりに関する指針の策定 〔H18
　策定済〕
２　協働の推進に関する具体的な取組
　(1) 提案公募型協働事業の実施

○

ＮＯ 所管課 評価個別項目 取組の概要
推進年度

平成22年度の実施内容

1
定 る協議会を設置し、ワークショップ形式

で検討するなど、市民とともに策定す
る。

市民協働課 適用 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→ 　(1) 提案公募型協働事業の実施
　(2) 協働まちづくりセンター「ふらっと」と連携した事
　　　業開催

○

2-1
タウンミーティングの開催※

○　総合計画

　市の施策や地域の課題などを市民と
市長をはじめ、担当部局の職員と意見
を交わす意見交換会の開催により市民
参画の推進を図る。

企画政策課 実施 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　総合計画後期基本計画策定に伴う市民及び各種団
体との意見交換会の開催

１　市民意見交換会
　(1)  開催回数：３回（6/27北部、7/3南部、7/4中央）
２　各種団体との意見交換会
　(2)  開催回数：７回 （6/24自治会、6/28福祉、6/29
　　 NPO、7/1商工、7/1PTA、7/5文化、7/7農業）

○

2-2

タウンミーティングの開催※

○　景観計画
○　景観条例

　市の施策や地域の課題などを市民と
市長をはじめ、担当部局の職員と意見
を交わす意見交換会の開催により市民
参画の推進を図る。

都市計画課
実施

13地区
→→→→

13地区
→→→→

5地区
→→→→

３地区

　「景観条例・景観計画説明会」の開催 〔H21実施済〕

　景観条例及び景観計画の案について説明を行い、
市民との意見交換を行った。

－

2-3
タウンミーティングの開催※

○　メロープラザ建設

　市の施策や地域の課題などを、担当
部局の職員と意見を交わす意見交換
会の開催により市民参画の推進を図
る。

地域建設課 実施 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→
１　メロープラザ開館〔H22.5.16〕
２　「住民説明会」の開催
　(1) 時期：平成22年７月・９月
　(2) エントランス広場整備に伴う説明会

○

る。 　(2) エントランス広場整備に伴う説明会

2-4

タウンミーティングの開催※

○　袋井市保健・医療・介護
構想

　市の施策や地域の課題などを、担当
部局の職員と意見を交わす意見交換
会の開催により市民参画の推進を図
る。

健康づくり
政策課

実施

＜意見交換会の開催＞
　袋井市保健・医療・介護構想の策定に伴い、健康長
寿の実現に向けた、保健・医療・介護サービスのあり
方について、市民との意見交換を行った。

　開催回数：３回（10/17北部、10/22南部、10/30中
央）

○
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

 （１）地域協働の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所管課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

2-5

タウンミーティングの開催※

○　市民との新たなパート

　市の施策や地域の課題などを、担当
部局の職員と意見を交わす意見交換
会の開催により市民参画の推進を図

総務課
企画政策課 実施

＜意見交換会の開催＞
　市の事業を題材に、「公共サービスの担い手」として
各種団体や企業などと協働して行えるものはないか
など、事業をより効率的に行う方法について、市民代
表の皆さんと意見交換を行った。

○2-5 ○　市民との新たなパート
ナーシップのまちづくり ～意
見交換会～

会の開催により市民参画の推進を図
る。

企画政策課
財政課

実施
表の皆さんと意見交換を行った。

１　対象事業：２８事業
２　開催日：平成22年11月27日・28日

○

3
提案公募型協働事業の実
施

　市と市民との協働が可能な分野で、
行政課題の解決を図るとともに、市民
活動を促進することを目的に提案公募
型事業をサポートする制度を創設す
る。
（目標値）
提案委託事業20件/採択事業20件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15件

地域振興課
市民協働課

検討
実施
１５件

→→→→
１３件

→→→→
１８件
１２件

→→→→
１５件
１３件

　総合計画に掲げる施策に関連する事業を募集し、
提案した団体と事業の委託・連携・補助を行う。

１　補助事業：10件〔市の金銭的支出あり〕
　　　「耕地整理の祖 名倉太郎馬に関する資料の発
　　掘・調査・研究」事業など
２　連携事業：３件〔市の金銭的支出なし〕
　　　「みんなで学ぶ郷土の歴史と暮らし」事業など

△

　保護者や地域の方々の持つ専門的な
知識や技能を学校の教育活動に提供

4 学校ボランティアの充実

知識や技能を学校の教育活動に提供
していただき、児童の学習活動や学習
環境の一層の充実を図る。
（読み聞かせボランティア・学習支援ボ
ランティア等）
（目標値）
　小・中学校全校で実施・充実〔全校２
種類以上〕

学校教育課
小中学校
全校実施

拡充 →→→→ →→→→ 全校
２種類以上

　全小・中学校において２種類以上のボランティア活
用

１　読み聞かせ、農業体験、郷土史など
２　保護者、PTA、地域の有志による取組

○

5
スクールガードボランティア
の養成

　各学校で保護者・地域住民によるス
クールガードボランティアを組織し、児
童生徒の登下校の安全確保の充実に
努める。
（目標値）

生涯学習課
小学校

全校実施
904人

継続
1,258人

→→→→
1,461人

→→→→
1,500人
1,543人

→→→→
1,550人
1,699人

１　ボランティア登録者の拡充
　　前年度対比　156人の増
２　スクールガードリーダー（県からの派遣）によるボ
　ランティア養成・協力活動依頼
　(1) 市内小学校を単位として防犯講話や研修会を
　　開催

○

（目標値）
　市内全校実施・各小学校100人以上

　　開催
　(2) 対象：保護者、職員、地域ボランティア等
３　児童に対する啓発（寸劇・講話など）

6
市民協働による緑化推進体
制の構築

　市内全13地区のうち、花工場が設置
されていない４地区（今井、浅羽東、浅
羽西、浅羽北）に花工場を設置する。
（目標値）
　花工場設置数13箇所

維持管理課
都市計画課

検討
実施

新設なし
継続

→→→→
２箇所
１箇所

→→→→

＜花苗の配布＞
　　市内10工場で約16万本の花苗を生産し、223団体
　〔自治会・老人会・学校・幼稚園等〕に花苗を配布
　
　※　浅羽北地区の花工場の本格稼働により、現時
　　点での希望数と生産数の均衡が図られた。引き
　　続き希望数と設置可能場所の把握に努める。

△
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

 （１）地域協働の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所管課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

7
市民による防犯活動実施の
促進

　各自治会の防犯活動を支援し、市内
24地区（自治会連合会単位）の設置を
目指す。
（目標値）

地域振興課
市民協働課

実施 →→→→ →→→→ →→→→

２４地区

→→→→ 　各組織での自主的な防犯活動

１　夜間・登下校時の見回り
２　車両によるパトロール”青パト”

○7
促進

目指す。
（目標値）
　防犯組織設立24地区

市民協働課
１１地区 １８地区 ２２地区

２４地区
２２地区 ２４地区

１　夜間・登下校時の見回り
２　車両によるパトロール”青パト”
３　防犯活動啓発のためのポスターコンクール開催

○

8 ボランティア・ＮＰＯの支援

　市民活動団体の活動情報を把握・集
約するなど、データーベース化を図るこ
とで、市民活動ＰＲや交流の促進を支
援する。
　また、新規参加団体の拡充にも努め
る。
（目標値）
　登録団体数160団体

地域振興課
市民協働課

実施

１２７団体

→→→→

１２７団体

→→→→

１４９団体

→→→→
１４０団体
１４９団体

→→→→
１６０団体
１７８団体

１　市民活動団体実態調査 〔1回/２年〕
２　市ホームページでの公表
３　登録団体の拡充 〔前年度比２９団体の増〕

○

　市民が活動しやすくやりがいを持ち、
１　公園愛護団体：77団体

9
地域協働による道路・河川・
公園の管理

　市民が活動しやすくやりがいを持ち、
継続的に道路・河川・公園の愛護活動
に取り組むことができるように制度の見
直しを行うとともに、道路・河川・公園の
愛護活動を行う団体の増大を図る。

維持管理課
都市計画課

建設課
継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　公園愛護団体：77団体
２　河川愛護活動：全自治会連合会の参加
３　河川愛護リバーフレンドシップ：17団体
４　道路愛護アダプトロードプログラム：５団体
　※　「アダプトロードプログラム」県・市・活動団体の
　　役割分担による美化・維持管理活動

○

10
市民活動サポートセンター
の設置・活用

　市民による社会貢献活動の活性化、
市民活動の育成、支援を目指した活動
拠点の設置と、その機能の充実を支援
する。

地域振興課
市民協働課

設置
活用 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　市民活動団体の活動・交流の拠点
　　　　～市民活動の活性化～

１　各種情報の提供・発信、相互交流の場
２　利用者数 7,560人（前年度比 71人増）

○

11 廃棄物の減量化

　廃棄物の分別排出やリサイクルにつ
いて、市民により身近で分かりやすい
啓発に努め、市指定のごみ袋制の活用
や古紙等の再生資源回収、ペットボト
ルやガラスびんの回収量を増やすな
ど、ごみの減量とリサイクルの推進に努
める。
家庭ごみの排出量を１人１日あたり６２
０ｇを目指す。

環境政策課
継続

687ｇ

→→→→

657g

→→→→

654g

→→→→

628g

→→→→
620g
618g

１　生ごみの水切り及び雑紙の再資源化の指導、推
　進
２　「環境活動モデル地区」（笠原地区）を設置した地
　域での環境活動の取組促進
　(1) 世帯ごとの「我が家の１エコ宣言」の実施
　(2) 生ごみの再資源化事業
　　・ 79世帯で減量のための取組実施
　　　→実施後、月平均355㎏減
３　事業系ごみの再利用化に関するPR実施

○
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

 （１）地域協働の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所管課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

治山治水に対する市民意識

　地域のことに精通している市民や水防・
防災に関係している市民とともに、市内５
流域毎に検討会を設置し、洪水ハザード
マップや土砂災害ハザードマップを作成す
る。

維持管理課 →→→→ →→→→
　「土砂災害ハザードマップ」の作成
　
１　自治会長・防災隊長参加によるマップ作成

洪水ハザードマップ
土砂災害ハザードマップ

12
治山治水に対する市民意識
の向上

る。
（洪水ハザードマップについては平成20年
度作成完了、土砂災害ハザードマップは平
成21年度から順次作成。）
このマップを市民に提供することで、危険
区域や避難方法等の対策に係る情報を市
民に浸透させることにより、市民の防災意
識の高揚を図る。

維持管理課
建設課

検討会開催 マップ完成 説明会開催
→→→→
作成

（７箇所）

→→→→

（３２箇所）

１　自治会長・防災隊長参加によるマップ作成
　　（32箇所）
　(1) 区域内の情報伝達方法、一次避難区域の検討
　　 →　防災意識の向上と情報の共有化

○

13
学校給食への地産地消の
推進

　生産者をはじめ、関係団体との連携
を図り、学校給食にふさわしい安定した
地場産食材の研究を行い、供給可能な
食材から積極的に袋井市産の食材を
学校給食に活用するとともに、地域の
生産者や生産に関する情報を子供に
伝える取組に努める。
（目標値）地場食材使用日数　40日/年

学校給食
センター

継続
地場食材
使用日数

１６日

→
（お米を除く）

１８日

→→→→

３０日

→→→→

３５日
６０日

→→→→

４０日
６０日
５４日

　地元産の食材を使った献立を多く取り入れ、地産地
消の推進を図った。

１　「ふるさと給食週間」の実施 （H22.6）
２　「ふじのくに地産地消の日」の実施 （月１回）

　→　単独調理場（袋井南小、笠原小、高南小）では、
　　地元産農産物が不良のため使用できず、実施日

△

洪水ハザードマップ
土砂災害ハザードマップ

（目標値）地場食材使用日数　40日/年
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　60日

　　地元産農産物が不良のため使用できず、実施日
　　数が減となった。

14 子育て優待カード事業

　地域企業の協賛を募り、子育て家庭
に対して、物品購入時の値引きなどの
支援を実施する。
（目標値）
　協賛店舗数250店舗
　　　　　　　　 254店舗

すこやか
子ども課

実施
216店舗

→→→→

229店舗

→→→→

242店舗

→→→→
250店舗
249店舗

→→→→

249店舗

１　優待カードと協賛店舗マップの更新
２　子育て家庭へ制度の周知を図るとともに、優待
　カードと協賛店舗マップを配布した。
３　広報、ホームページによる事業PR
　(1) 協賛店舗検索システムの整備〔平成20年度～〕
　　→　県内市町の店舗検索が可能

△

　自主防災資機材の充実や自主防災

１　特色ある地域防災訓練の実施
　(1) 浅羽西公民館管内合同訓練（二瀬多目的運動
　　広場）

15 地域防災力の強化

　自主防災資機材の充実や自主防災
台帳等の整備を促すなど、自主防災組
織の活動を推進し、災害時の地域防災
力の強化を図る。
（目標値）
　地域防災訓練参加人数15,500人
　　　　　　　　　　　　　　　　18,500人

防災課 継続
13,950人

→→→→

12,500人

→→→→

17,948人

→→→→
17,000人
18,415人

→→→→

18,929人

　　広場）
２　自主防災資機材の充実
　(1) 実績：116自主（連合）防災隊
　(2) 資機材数：95品目
３　自主防災台帳の整備
４　「袋井市災害時要援護者避難支援計画」に基づ
　き、市内全自治会において個別計画書の策定を実
　施

○
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

 （１）地域協働の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所管課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

16 海岸防風林の再生

　グリーンウェーブキャンペーンなど市
民ボランティアによる松の苗木の植樹
活動を促進し、地域の人達に親しまれ
てきた浅羽海岸の防風林再生を目指
す。 農政課

継続 →→→→ →→→→ →→→→
4,500本

次期計画
検討

１　次年度以降の活動方針の検討
　→　地元自治会等との協議を経て、植樹活動から
　　保全管理活動を主体的に取り組んでいく。

２　植樹地の下草刈り
△16 海岸防風林の再生 す。

（目標値）　松の苗木植樹
　19,500本（平成19年度見直し）
　18,300本（平成20年度見直し）

農政課
5,000本 2,000本 1,800本

4,500本
3,000本

検討 ２　植樹地の下草刈り
　(1) 実施日：平成22年６月６日、10月17日
　(2) 参加者：地元自治会、市民、企業・団体、市職
　　員など　約1,550人

△

17
グリーンツーリズムによる農
村地域の活性化

　グリーンツーリズム実施希望地域に
て、事業実施主体となる協議会等の立
ち上げに向けた支援を行う。
　また、事業の円滑な推進のために、利
用できる農村資源、農業体験メニュー
の選定や民泊受け入れのシステム構
築について、地域代表者及び事務局等
と協議し、情報交換を行うなど、連携を
図る。

農政課

地域協議会
立ち上げ

宿泊者10人

ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ
活動協力

宿泊者７人

ｲﾍﾞﾝﾄ参加者
３３人

→→→→
宿泊者6人
イベント参

加
者25人

→→→→
宿泊者20人
　　　６人
イベント参

加
者30人
290人

→→→→
宿泊者20人
イベント参加

者30人

　補助期間の終了による団体の自主運営
　（イベント参加者　30人）

○

　地元自治会や非農業者を含めた活動
１　新たな活動組織の設立 １団体（富里環境保全の

18
農地・水・環境保全活動の
促進

　地元自治会や非農業者を含めた活動
組織をつくり、地域の実情に応じた活動
計画を作成し、地域の資源や環境を守
る共同作業を行うことを支援する。
対象地区の設定と組織化を準備し、保
全区域と活動組
織の追加拡大を図る。
（目標値）受益面積1,800ha　1,941.55ha

農政課 検討
実施

892.3ha

→→→→

1,854.1ha
（累計）

→→→→

1,800ha
1,903.9ha
（累計）

→→→→

1,800ha
1,961.5ha
（累計）

１　新たな活動組織の設立 １団体（富里環境保全の
　会）
２　活動組織による保全活動の実施
　(1) 用排水路の補修や堀ざらい、農道の補修、景観
　　作物の栽培管理　など
３　活動報告会の開催 〔H23.3〕
　(1) 活動管理と団体間の情報共有化

○

19
市民による交通安全活動の
推進

　各地区の交通安全会等関係団体と連
携し、交通安全活動の参加を促進し、
市民の交通安全意識の高揚を図る。
　また、歩行者の安全確保などの安全
な交通環境を確保するために、危険箇
所の把握とともに、適切な交通安全施

地域振興課
市民協働課

継続
８６８件

→→→→

８９３件

→→→→

７９３件

→→→→
８２０件
７７５件

→→→→
８１０件
８５８件

１　地域からの要望によるカーブミラー設置や交通規
　制要望への対応
　(1) カーブミラー〔94件〕
　　・ 現地調査による設置や代替対応
　(2) 交通規制要望〔90件〕
　　・ 現地調査し警察署への対応依頼

△

所の把握とともに、適切な交通安全施
設の整備を行う。
（目標値)人身事故発生件数810件

　　・ 現地調査し警察署への対応依頼
２　袋井交通安全会連合会・袋井市交通指導隊と連
　携した啓発活動の実施

20
環境に関する市民会議の設
置、運営

　市民・事業者・行政が協力して情報と
アイデアを出し合い、様々な環境活動
が行えるよう「市民会議」を設置し、環
境活動をコーディネート(調整・まとめ)す
る。

環境政策課
設置
運営 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　市民活動団体「市民環境ネットふくろい」との連携
　(1) 団体 ：環境保全のための様々な環境活動を
　　　企画立案
　(2) 行政：財政・人的援助
２　「原野谷川クリーン大作戦」の実施〔H22.6.13〕
３　「～未来へつなごう～エコフェスタinふくろい」に参
　加、活動発表〔H22.11.28〕

○
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

 （１）地域協働の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所管課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

21
生涯スポーツの総合的な推
進

 　スポーツ振興計画を作成し、総合型
地域スポーツクラブの育成をはじめ、地
域の自主的な取り組みによって、生涯
スポーツの機会がより多く提供されるよ スポーツ推進課

検討 計画策定
適用 →→→→ →→→→ →→→→

１　各種スポーツ教室及び大会の開催
　(1) 親子スポーツ教室、ウオーキングキャラバン、
　　ツーデーウオークなど

２　総合型地域スポーツクラブの育成
○21

進
スポーツの機会がより多く提供されるよ
う支援するとともに、多種多様なプログ
ラムを通して生涯スポーツの振興を図
る。

スポーツ推進課
適用 →→→→ →→→→ →→→→

４人に１人 ２　総合型地域スポーツクラブの育成
　(1) 多種目・多世代・レベルに応じた指導体制の確
　　立
　(2) 開催回数　21回　　参加人数　延べ516人

○

22
メロープラザ
市民ワークショツプ開催※

　メロープラザ基本構想に位置づけた｢
文化活動｣｢子育て支援｣｢健康づくり｣の
３つの機能を、市民の視点からより具
体化し、基本設計に反映するため、市
民ワークショップを実施する。

地域建設課
市民サービス課

市民
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ
の設置

実施 →→→→ →→→→ →→→→

＜メロープラザ開館〔H22.5.16〕＞
　市民ワークショップなどから出されたアイデアを食工
房や親子交流広場などの施設に反映し、市民投票に
よって施設名称を決定するなど、市民参加・参画型の
まちづくりを推進した。

○

23 地域主体の健康づくり※

地域コミュニティの拠点施設である
公会堂を活用して、各自治会から選
出された健康づくり推進員２人が、
地区担当保健師と運動指導者との協
働により健康づくりを行う公会堂健
康教室を開催する。(156自治会）

健康づくり
政策課

120自治会 106自治会 110自治会 112自治会
→→→→

全自治会
117自治会

　健康づくり推進員（地域から選出）と地区担当
の保健師・栄養士の連携による地域の特性にあっ
た教室の実施

△

24
エントランス広場
市民ワークショツプ開催※

　エントランス広場整備に向けて、安
全、安心、潤い、交流を整備方針に掲
げ、市民の視点からの意見を反映する
ため、市民ワークショップを実施する。

地域建設課
設置
実施

設置設置設置設置
実施

１　エントランス広場整備に伴う説明会の開催
　(1) 開催回数：５回
２　エントランス広場整備整備事業推進会議開催
　(1) 開催回数：２回
３　エントランス広場機関車レプリカ等製作に伴う
　ワークショップ

○

ため、市民ワークショップを実施する。
　ワークショップ
　(1) 開催回数：２回

- 8 -



１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（２）民間委託等の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1
幼稚園の今後の在り方の検
討

　「幼児教育あり方検討会」を設置し、
幼保一元化をはじめ、幼稚園の民営化
を含めた今後の在り方について検討
し、その方向性を定める。

すこやか
子ども課

学校教育課
教育企画課

検討会の
設置

検討

基本方針
決定

検討

基本方針
決定 →→→→ →→→→

１　「袋井市幼児教育等施設整備計画」の策定 〔H20
　実施済〕
　(1) 新規建設施設は民営化を前提とする。
２　「施設整備計画」に基づく認定こども園(愛野地区)
　の施設建設
　(1) 平成23年４月開園
３　既存幼稚園等の一元化についての検討

○

2
保育所の今後の在り方の検
討

　「幼児教育あり方検討会」を設置し、
幼保一元化をはじめ、保育所の民営化
を含めた今後の在り方について検討
し、その方向性を定める。

すこやか
子ども課

検討会の
設置

検討

検討 基本方針
決定 →→→→ →→→→

１　「袋井市幼児教育等施設整備計画」の策定 〔H20
　実施済〕
　(1) 新規建設施設は民営化を前提とする。
２　「施設整備計画」に基づく認定こども園(愛野地区)
　の施設建設
　(1) 平成23年４月開園
３　市中央部保育所の運営法人選定・建設地決定
　(1) 平成24年４月開園予定
　(2) 株式会社あそび学園

○

3
学校給食の今後の在り方の
検討

　幼稚園における給食（昼食）の在り
方、学校における食育の推進、児童生
徒数の変化に対応した給食施設整備、
給食費、民間委託等について、袋井市
立学校給食センター運営協議会におい
て協議検討し、学校給食の今後の方針
を策定する。

学校教育課
教育企画課

検討 検討
基本方針

決定
検討 →→→→

１　袋井市の学校給食のあり方について 〔H21実施
　済〕
　(1) 学校給食の実施方針、施設整備方針の決定
２　公立幼稚園を含めた市内小中学校の給食を共同
　調理場方式に統一するため、新たに第３の学校給
　食センターを6,000食規模で平成25年9月の供用開
　始に向け、公設民営方式で整備することとした。

○

4
袋井市地域包括支援セン
ターの民間委託

　センターの設置に当たり、人口規模、
業務量、運営財源や専門職の確保の
状況、日常生活圏域の整合性に配慮
し、最も効果的・効率的にセンター機能
が発揮できるよう運営状態を選択する。

いきいき長寿課
実施

▲30,960千円

→→→→

▲27,856千円

→→→→
▲16,800千円

→→→→
▲ 6,000千円
▲11,728千円

→→→→
▲10,000千円
▲  6,000千円

１　地域に住む、高齢者の日常生活圏にセンターを
　設置したことにより、地域に密着した高齢者の総合
　相談や社会資源を総合的に活用したケアマネジメ
　ントを実施した。
２　地域包括ケアの実施に向けた具体的取り組み内
　容等の協議
　(1) 徘徊SOSネットワーク事業

○

NO 個別項目 取組の概要 評価所管課
推進年度

平成22年度の実施内容

- 9 -



１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（２）民間委託等の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
NO 個別項目 取組の概要 評価所管課

推進年度
平成22年度の実施内容

5
窓口業務及び戸籍電算入
力業務の民間委託化

　窓口業務及び戸籍電算入力業務を民
間へ委託することに係る課題を整理し、
その方向性を定める。

市民課 方針決定 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　雇用形態による合理化を選択〔非常勤嘱託任用〕

２　自動交付機の導入研究
　(1) 先進地視察による利用状況、実務上の課題を
　　研究

○

6
国保・年金資格得喪手続き
等の窓口業務の民間委託
化

　国民健康保険の加入・脱退及び療養
費等の申請業務、各種医療助成の申
請業務の受付事務を民間へ委託するこ
とに係る課題を整理し、その方向性を
定める。

市民課 方針決定 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→
　現在の業務の内容・量においては、雇用形態による
合理化を推進することの方が効率的であると判断し
た。 〔H18実施済〕

○

7
国保・老人保健の重複受診
者等訪問指導の委託化

　国保・老人保健の重複受診者等訪問
指導の専門知識と経験豊かで個人情
報の管理等からも信頼のおける在宅保
健師の会に委託する。

市民課

実施

183件

▲2,671千円

→→→→
100件

▲1,348千円

→→→→

一部実施

→→→→ →→→→
　単独事業として民間委託するのではなく、平成20年
度から開始した特定保健指導と合わせて事業実施す
る方が財政的効果が高いと判断し、直営で同時実施
をしている。

○

8 直営舗装の民間委託
　直営舗装に係る業務を段階的に民間
業者に委託する。

維持管理課
建設課

一部実施
嘱託補充 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　正規職員の退職に伴う職員補充を行わず、引き続
き嘱託職員の雇用をした。

１　人件費削減額　　▲11,600千円／年

○
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（３）指定管理者制度の活用

＜～平成２０年度＞ ＜平成２１年度～　枠組変更＞ 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1

　指定管理者制度の導入指針の策定する
とともに、各施設の運営方針を検証し、積
極的に制度活用を推進する。
　また、指定管理者の選定に当たっては、
公平性を確保するため、指定管理者選定
委員会を設置し、円滑な運営を図る。
  なお、制度導入した施設にあっても、更新
時には運営方針を再度検討する。

総務課
各施設の
運営方針

検証
→→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　平成24年度制度導入施設の検討〔４グルー
　プ７施設〕
２　「新公共経営研究会」への参加　～情報交
　換とネットワーク形成～
　(1) メンバー：新公共経営に関係する専門分
　　 野の大学教授や県・市町職員
　(2) H22テーマ：指定管理者制度を上手に活
　　 用するためのポイント

○

2

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービスの
向上と効率的な管理運営を行う。

(財政効果見込額）
　▲2,100千円　▲3,500千円

いきいき
長寿課

実施

▲700千円

継続

▲700千円

継続
再検討
選定

▲700千円

継続

▲700千円

継続

▲700千円

１　地理的特性を勘案したグループ設定による
　選定 〔H21～５年間〕
２　利用者数：1,822人（前年度比較 174人減）
３　事業内容
　(1) クラブ活動（ﾊﾟｯﾁﾜｰｸ、折り紙、踊り等）

○

3

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービスの
向上と効率的な管理運営を行う。

(財政効果見込額）
　▲2,100千円　▲3,500千円

いきいき
長寿課

実施

▲700千円

継続

▲700千円

継続
再検討
選定

　
▲700千円

継続

▲700千円

継続

▲700千円

１　高年齢者就業促進のための事業の展開
　［新規事業］福祉家事援助事業（清掃、買い
　物、炊事、食事の介助等）に向けた取り組み
　(1) 家事援助講習会等の実施
２　安全、適正就業の徹底と事故防止の啓発
　(1) 交通安全講習会
　(2) 刈払機安全操作講習会

○

4

　指定管理者制度への移行に当たっては、
再度、施設の設置目的に照らし管理委託
の内容を見直しするとともに、一体的な管
理運営により施設の有効活用を図ることで
サービス向上と効率的な管理運営を目指
す。
　また、制度導入後も市は、施設管理者と
しての役割で、責任を果たしていく。

(財政効果見込額）
　▲7,884千円　　▲11,238千円

いきいき
長寿課

実施

▲1,677
　　千円

継続

▲4,530
　　千円

継続
再検討
選定

▲1,677
　　千円

継続

▲1,677
　　千円

継続

▲1,677
　　千円

１　施設経営の合理化を勘案したグループ設
　定による選定 〔H21～５年間〕
２　利用者数：21,450人（前年度比較 105人増）
３　事業内容
　(1) 老人クラブ、趣味クラブ（カラオケ、民謡、
　　手芸、囲碁・将棋等）、各種団体

○

5

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設入所者へのサービス向
上と効率的な管理運営を行う。

いきいき
長寿課

実施 継続
継続

再検討
選定

継続 継続
＜地域との交流事業＞
　各行事に地域住民を招待、隣接保育園との
交流

○

評価所管課 平成22年度の実施内容
推進年度

NO 取組の概要

指定管理者制度の導入

笠原老人福祉センター

袋井市シルバーワークプラザ

老人福祉センター「白雲荘」

袋井市立可睡寮

個別項目
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（３）指定管理者制度の活用

＜～平成２０年度＞ ＜平成２１年度～　枠組変更＞ 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
評価所管課 平成22年度の実施内容

推進年度
NO 取組の概要

個別項目

6

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービス向
上と効率的な管理運営を行う。

(財政効果見込額）
　▲2,100千円  ▲5,500千円

しあわせ
推進課

実施

▲1,100千
円

継続

▲1,100千
円

継続
再検討
選定

▲1,100千
円

継続

▲1,100千
円

継続

▲1,100千
円

１　平成24年度以降の制度適用に係る運営等
　の検討
　→　市施設として廃止（経営を社会福祉法人
　　へ移行）
２　利用者数：1,917人
３　利用者との懇談会の実施

○

7

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービス向
上と効率的な管理運営を行う。

(財政効果見込額）
　▲2,100千円　　▲3,500千円

すこやか
子ども課

実施

▲700千円

継続

▲700千円

継続
再検討
選定

　
▲700千円

継続

▲700千円

継続

▲700千円

１　施設経営の合理化を勘案したグループ設
　定による選定 〔H21～５年間〕
２　地域の高齢者との交流〔笠原老人福祉セン
　ターとの合同クリスマス会〕
３　H22年度年間利用者　6,771人

○

8

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービス向
上と効率的な管理運営を行う。

(財政効果見込額）
　▲3,879千円　▲6,465千円

農政課

実施

▲1,293千
円

継続

▲1,293千
円

継続
再検討
選定

　
▲1,293千

円

継続

▲1,293千
円

継続

▲1,293千
円

　設置目的の沿った適正な施設管理がなされ、
指定管理者（下新池自治会）の自主的な活動
等により、地域コミュニティの活性化と連帯感が
育った。

１　利用日数：317日
２　利用者数：6,403人

○

9

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービス向
上と効率的な管理運営を行う。

(財政効果見込額）
　▲4,060千円

地域振興課
市民協働課

実施

▲812千円

継続

▲812千円

継続
再検討
選定

▲812千円

継続

▲812千円

継続

▲812千円

　指定管理者（宇刈自治会連合会）の自主的な
活動等により地域コミュニティの活性化と施設
への愛着心が芽生えた。

１　利用者数：7,961人

○

重度障害児（者）生活訓練ホーム
「あゆみの家」

笠原児童館

田原農村総合管理センター

宇刈いきいきセンター
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（３）指定管理者制度の活用

＜～平成２０年度＞ ＜平成２１年度～　枠組変更＞ 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
評価所管課 平成22年度の実施内容

推進年度
NO 取組の概要

個別項目

10
愛野公園（公園内運
動施設）

愛野公園（公園内運
動施設）

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービス向
上と効率的な管理運営を行う。

維持管理課
都市計画課

実施

▲2,960千
円

継続

▲2,960千
円

継続
再検討
選定

▲2,960千
円

１　施設の性質的要件を勘案したグループ設
　定による選定 〔H21～５年間〕
２　利用者数：袋井市民体育館ほか10施設の
　189,906人中、愛野公園40,397人（前年度比：
　293人減）

○

袋井市民体育館 袋井市民体育館

浅羽体育センター 浅羽体育センター

浅羽球技場/テニスコート 浅羽球技場/テニスコート

堀越公園（多目的広場含む） 堀越公園（多目的広場含む）

袋井体育センター 袋井体育センター

袋井Ｂ＆Ｇ海洋センター 袋井Ｂ＆Ｇ海洋センター

浅羽Ｂ＆Ｇ海洋センター 浅羽Ｂ＆Ｇ海洋センター

<10,11,13の計＞ ※　財政効果見込額　　▲100,780千円 ▲ 9,360 ▲ 20,660 ▲ 22,060 ▲ 23,850 ▲ 23,850

１　施設の性質的要件を勘案したグループ設
　定による選定 〔H21～５年間〕
２　利用者数：189,906人(前年比：3,915人増）
３　指定管理者による自主事業の展開
　(1) エアロビック
　(2) 幼児体育教室
　(3) 高齢者向け体操教室他

○

スポーツ
推進課

準備
選定

実施

▲11,300
　　　千円

スポーツ
推進課

継続
再検討
選定

　
▲6,400千

円

継続
再検討
選定

▲12,700
　　　千円

継続

▲18,100
　　　千円

継続

▲18,100
　　　千円

継続

▲5,750千
円

継続

▲5,750千
円

実施

▲6,400千
円

継続

▲6,400千
円11

13

１　平成24年度以降の制度適用に係る運営
　等の検討
２　地理的要件を勘案したグループ設定による
　選定 〔H21～３年間〕
３　利用者数：141,842人(前年比：831人減）
　→　施設修繕による臨時休館日があった為
４　指定管理者による自主事業の展開
　(1) 水泳教室（子ども/親子/成人）
　(2) マタニティ教室
　(3) リズム体操他

○

　公の施設の管理委託制度から指定管理
者制度に移行することによる一体的な管理
運営により、施設利用者へのサービス向
上と効率的な管理運営を行う。

　指定管理者制度を導入し、一体的な管理
運営をすることにより、施設利用者への
サービス向上と効率的な管理運営を行う。
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（３）指定管理者制度の活用

＜～平成２０年度＞ ＜平成２１年度～　枠組変更＞ 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
評価所管課 平成22年度の実施内容

推進年度
NO 取組の概要

個別項目

14

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

月見の里
学遊館

生涯学習課

維持管理課
都市計画課

方針決定 導入準備 選定

継続

▲34,600千
円

継続

１　平成24年度以降の制度適用に係る運営等
　の検討
２　利用者数：176,249人(前年比：244人増）
３　指定管理者による自主事業の展開
　(1) 水玉プールの夏期無休開館の実施

○

15

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

商工課
産業振興課

検討 検討 施設統合 検討
方針決定

検討

１　平成24年度以降の制度適用に係る運営等
　の検討
　→　平成24年度から制度適用（２年間）
２　近隣類似施設における管理運営の調査研
　究

○

16

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

商工課
産業振興課

検討 検討 施設統合 廃止 　平成21年３月31日　施設廃止 －

17

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

生涯学習課 方針決定 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　資料館の規模、内容から、郷土の歴史学習と
人づくりに直接係わる教育委員会が運営するこ
とが望ましいと判断した。 〔H18実施済〕

１　地元ボランティアとの連携

○

継続

▲8,571
　　　千円

準備
選定

12

　駐車場事業を一括して指定管理者制度
に管理をすることによる、一体的な管理運
営をすることにより、施設利用者へのサー
ビス向上と効率的な管理運営を行う。

（財政効果見込み額）
　▲22,500千円  ▲42,855千円

継続

▲7,500
　　　千円

継続
再検討
選定

▲7,500
　　　千円

地域振興課
市民協働課

実施

▲7,500
　　　千円

袋井駅前駐車場・袋井駅東・西自転車駐車場

愛野駅南、北駐車場・自転車等駐車場

○

１　中期経営計画（平成17～21年度）の報告作
　成及び新計画（平成22～26年度）の作成

２　民間のノウハウを活用した管理運営の実施
　(1) 管理人の接遇向上のための面談実施

労働者福祉センター

勤労青少年ホーム

浅羽郷土資料館

月見の里学遊館／月見の里公園
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（３）指定管理者制度の活用

＜～平成２０年度＞ ＜平成２１年度～　枠組変更＞ 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
評価所管課 平成22年度の実施内容

推進年度
NO 取組の概要

個別項目

18

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

生涯学習課 方針決定 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→
　記念館の設置の趣旨を十分理解している世
話人会（地区有志ボランティア）の協力のもと運
営する、現在の方式が望ましいと判断した。
〔H18実施済〕

○

19

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

生涯学習課 方針決定 →→→→ →→→→ 検討 検討

１　公民館は地域の住民のため、生活文化の
　振興、社会福祉の増進に寄与することを設置
　目的としていることから、地域づくりの拠点施
　設として、現行の運営方式が望ましいと判断
　した。 〔H18実施済〕
２　公民館における課題整理と今後のあり方の
　検討（H21～22）

○

20

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

健康づくり
政策課

方針決定 実施済 →→→→ →→→→ →→→→

　南部健康プラザは建設時の地元協議の中
で、笠原公民館との一体的な地域のコミュニ
ティ施設として利用されている状況にあることか
ら、地域のコミュニティ施設としての機能保持及
び維持管理の効率化の観点から、引き続き地
元との協力による管理形態が最良であると判
断した。 〔H19実施済〕

○

21

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目標に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

すこやか
子ども課

検討 検討 方針決定 →→→→ →→→→

　市内に６カ所ある子育て支援センターの基幹
施設としての役割を担っているため、市が施設
を管理運営することが望ましいと判断した。
〔H20実施済〕

１　利用者数　47,174人

○

22

　施設の管理運営方法の検討に当たって
は、再度、施設の設置目的に照らし、業務
の内容を見直しするとともに、他施設との
一体的な管理運営により施設の有効活用
を図るなど、サービスの向上と効率的な管
理運営を検討する。

各図書館
生涯学習課

方針決定 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→
　図書館法の趣旨や県内図書館の動向、市民
の期待度などを総合的に検討した結果、当該
制度の適用はなじまないと判断した。 〔H18実
施済〕

○

中央子育て支援センター

袋井図書館
浅羽図書館

澤野医院記念館

袋井東公民館ほか１３館

南部健康プラザ
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（４）ＰＦＩ手法の適切な活用

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 ＰＦＩ手法の適切な活用

　財政状況が厳しい中、民間の資金や
ノウハウを生かすことは、効率的かつ
効果的な行政運営を行う上で必要であ
り、PFI導入の検討を行う。

企画政策課
適正事業
の検討 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→ 　ＰＦＩ導入の効果、目的等について研究を行ったが、

具体的な導入には至らなかった。 △

評価NO 所管課個別項目 取組の概要
推進年度

平成22年度の実施内容
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（５）地方公営企業等の経営健全化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1

市民病院の今後の運営方
針の検討

○　新病院の建設
　　（平成21年度～）
新病院開院後の現病院の
利活用の検討

　専門家や市民による「今後の病院のあり
方に関する検討委員会」を平成18年２月に
設置し、今秋の提言に向け検討を進めて
いる。市は、この提言を受け、新病院の在
り方について方向性を定める。
　また、掛川市立総合病院との統合による
新病院の建設に向けて協議会を発足さ
せ、実現に向けての協議を進める。
→（平成21年度～）
　新病院の建設に関しては「新病院建設事
務組合」を発足させ事業実施中である。今
後は、新病院開院後の現病院の利活用に
ついて検討する。

健康づくり
政策課

市民病院
検討 方針決定

基本構想
決定

検討
検討

方針決定

１　「袋井市保健・医療・介護構想」策定
　　市民が住み慣れた自宅や地域の中でいつまでも健康
　で安心して暮らすことができるまちをめざした保健・医
　療・介護の将来指針とし方向性を定めることが出来た。
　(1) 各センター機能個別事業基本計画の検討
２　袋井市救急医療体制整備検討委員会設置
３　掛川市地域医療課との合同勉強会

○

1-2 新病院の建設※

　平成18年10月、専門家や市民による「今
後の病院のあり方に関する検討委員会」か
ら提言を受けた。この提言を受け、新病院
の在り方について方向性を定めた。
　また、掛川市立総合病院との統合による
新病院の建設に向けて協議会を発足さ
せ、「新病院基本構想」をとりまとめた。そ
の後、両市において「新病院建設協定書」
を締結するとともに、平成21年7月に「新病
院建設事務組合」を発足させ、平成24年度
末の新病院開院に向け事業を推進する。

市民病院
建設事務組

合設置
実施設計
造成工事

１　建築工程
　(1) 基本計画・実施計画策定
　(2) 造成工事着手
２　運営計画・情報システム計画・委託物流計画検討
３　機器整備計画
　(1) 現有機器調査
　(2) 移設機器検討

○

2
市民病院事業経営の見直
し

　これまでの経営について総点検を行
う中で、中期経営計画や「袋井市民病
院改革プラン」を立て、それを実行する
ことによって経営の効率化を図る。ま
た、計画に示された事項について、年
度毎にチェックし、目標の達成に努め
る。

市民病院 適用 見直し 策定 適用 →→→→

１　「袋井市市民病院改革プラン」〔H21.3〕に基づく具体的
　取組
　(1) 徹底した一般競争入札の導入、重油入札の毎月実
施
　(2) DPC請求による医療費の適正化
２　平成21年度取組内容の点検及び評価・公表〔H22.10〕
　(1) 財務、医療機能、サービス向上に係る数値目標の設
　　定
　(2) 具体的取組の自己評価
３　小児科常勤医師の１人増員〔H22.4〕

○

3
病院機能評価の認定及び
継続

　第三者機関による病院機能評価
（Ver.5）の認定に向け、自己評価票に
基づき約550項目の評価を行う。
　また、認定後は、各項目のレベルをさ
らにアップできるよう努力していく。

市民病院 継続 →→→→
認定

継続 →→→→ →→→→

１　病院機能評価Ver ５の認定 〔H19実施済〕
　(1) 外部の評価期間による業務評価
　(2) 対象：全分野・業務にわたる550項目
２　内部委員会による情報共有化と意識啓発〔感染・医
　　療安全等〕

○

評価ＮＯ 所管課個別項目 取組の概要
推進年度

平成22年度の実施内容
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（５）地方公営企業等の経営健全化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
評価ＮＯ 所管課個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

4
農業集落排水事業経営の
見直し

　中期経営計画書を策定し、地元との
協働による管理運営を行いつつ管理経
費の削減に努める。
　経費回収率（使用料／維持管理費）
50％を目指す。

下水道課

中期経営計画

継続

経費回収率
４０％

中期経営計画

（改訂）

経費回収率
４６％

→→→→

経費回収率
４１．８％

→→→→

経費回収率
４８％

新たな中期
経営計画の

策定

経費回収率
５０％
４３％

１　修繕費の増による経費回収率の減
　　　前年度比5％減 △

5
市営駐車場事業経営の見
直し

　中期経営計画書を策定し、管理形態
の見直しなど、管理経費の削減に努め
る。

地域振興課
市民協働課

適用
中期経営計画

（改訂） →→→→ →→→→
新たな中期
経営計画の

策定

１　中期経営計画（平成23～27年度）の検討・策定
　＜取り組むべき事業課題＞
　(1) 愛野駅南自動車駐車場の定期券販売促進による利
　　用者の増加
　(2) 収支バランスのとれた健全な財政運営
　(3) 自転車盗難被害の防止
　(4) ＪＲ袋井駅南口広場の自転車駐輪場の確保

○

6 下水道事業会計の見直し
　中期経営計画書の策定や、公共下水
道事業の全体の見直しを行うなど、効
率的な経営の健全化を図る。

下水道課

全体計画の
見直し

普及率
３０.９％

中期経営計画

（改訂）

普及率
３３.３％

→→→→

普及率
３４.９％

→→→→

普及率
３６.２％
３５.５％

新たな中期
経営計画の

策定

普及率
３８.０％
３８.７％

１　事業の健全化を図るため維持管理費の縮減に努める
　とともに前年度に引き続き、滞納整理強化期間を定め、
　集中的な滞納整理の実施により、使用料、受益者負担
　金の収納率向上に努めた。
　(1) 受益者負担金：約456千円の徴収
　(2) 使用料：約1,958千円の徴収
　(3) 下水道使用料のコンピニ収納の導入実施：
　　約4,983千円の納付

○

7 水道事業経営の見直し

１　健全な企業経営ができるよう中期経
営計画を策定する。
２　計画的な施設の更新と効率的な維
持管理ができるよう、水道事業基本計
画の策定をする。

水道課

中期経営計画

適用

基本計画
策定

中期経営計画

（改訂）

適用

→→→→

→→→→

→→→→

→→→→

新たな中期
経営計画の

策定

→→→→

１　中期経営計画（平成23～27年度）の検討・策定
　＜取り組むべき事業課題＞
　(1) 老朽管の布設替え（基幹改良事業）
　(2) 石綿管更新
　(3) 包括業務委託調査・研究

○

8
簡易水道事業経営の見直
し

　起債償還ピーク時を把握して経費の
削減を図り、料金の見直しも視野に入
れて、効率的な施設の維持管理ができ
るよう、中期経営計画を策定する。

水道課 実施
中期経営計画

（改訂） →→→→
→→→→
統合
廃止

　平成２１年４月１日から、簡易水道事業は廃止され、上
水道へ統合された。簡易水道の資産等については、上水
道へ引き継がれた。

-

- 18 -



１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（６）財政的援助団体・関連団体等の経営健全化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1
財政的援助団体・関連団体
等への指導・支援

　指定管理者制度の導入など、環境の
変化を踏まえ、各種団体が経営方針を
定めるなど、自らの責任による団体経
営に努めるとともに、自主的な経営改
善の取組みが一層推進されるよう支援
し、必要な指導監督を適切に行う。

各所管課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　各種団体等と連携を図り、効果的な事業の推進に
努めた。
１　事業評価表による全事業の見直し
２　「市民との新たなパートナーシップのまちづくり
　～意見交換会～」による事業の担い手の検討

○

ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

所管課 平成22年度の実施内容
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１　地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化

（７）地方公社の経営健全化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1
袋井地域土地開発公社
財政運営の健全化

　長期保有（取得後５年以上経過）する
土地は速やかに処分するなど財政状
況を点検し、健全な財政運営に努め
る。
目標値：５年以上保有する土地を持た
ない

建設課
財政課

適用 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　公社が保有している資産
　　平成17年度以降の取得分のみ
　　（長期保有資産なし）
２　平成22年度末の借入金残高
　　1,560,000千円 （前年度対比 11,000千円増)
　　低利による借換のため借入利率は減

○

ＮＯ 評価個別事項 取組の概要
推進年度

所管課 平成22年度の実施内容

- 20 -



２　行政ニーズへの迅速かつ的確な対応を可能とする組織

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 組織体制の見直し

　多様化する市民ニーズに的確に対応
するため、組織機能を強化するとともに
官民の役割分担の視点から行政の担う
べき役割を明確にし、簡素で効率的な
組織へ転換を図る。

総務課 実施 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　「地域振興課」→「市民協働課」（名称変更）
　　市民との協働をさらに推進していくため、所管事務
　を協働事業を主体に再編し名称を変更した。
２　「商工課」→「産業振興課」（名称変更）
　　産業全体の振興を図り、企業立地だけでなく既存
　産業や新産業の育成を図っていくため、名称を変
　更した。
３　「区画整理課」・「維持管理課」の廃止
　　効率的かつ効果的な事業推進を図り、組織の統
　合などによるスリム化を徹底した市民にわかりやす
　い組織機構とした。

○

2 プロジェクトチーム

　部課を超えた緊急・重要な政策的課
題に対し、副市長を本部長とした専門
知識を有する者でチームを編成し、強
力な事業推進体制を構築する。

総務課 実施 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　昨年度に引き続き３つのプロジェクトチームによる事
業の推進を図った。

１　「袋井市健康づくりプロジェクトチーム」
　(1) 健康づくりに関する事業推進、企画及び総合調
　　整に関すること。
２　「袋井市にぎわい新都心まちづくりプロジェクト
　チーム」
　(1) にぎわい新都心まちづくり（国本地区）の土地利
　　用及び都市基盤整備に関すること。
　→　「袋井市国本地区にぎわいまちづくりプロジェ
　　クトチーム」に名称変更
３　「袋井駅南プロジェクトチーム」
　(1) 袋井駅南北自由通路新設及び橋上駅舎化、ア
　　クセス道路の整備に関すること。
　(2) JR袋井駅周辺地区整備等のまちづくりに関する
　　こと。

○

3
消防団組織体制・消防力の
強化

１　自治会連合会や自治会と連携し、
該当若年層の団員確保を推進する。
２　消防団員を雇用している事業所の
理解を深める活動を推進し、団員が活
動しやすい環境の整備を図る。
　（目標）条例定数651人の確保

防災課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　平成23年度団員数 616人（平成22年度607人）
２　消防団員確保対策検討会の開催（２回）
３　「消防団広報誌」を全戸配布し啓発
４　自治会連合会、自治会との連携による勧誘
５　「袋井市消防団協力事務所表示制度」の創設
　　（２社に交付）

○

ＮＯ 評価個別事項 取組の概要
推進年度

所管課 平成22年度の実施内容
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３　定員管理及び給与の適正化等

（１）定員管理の適正化

○総務課

　定員適正化計画の策定により職員数
を削減する。

　平成18年４月１日現在　職員数 982人
　平成23年４月１日現在　職員数 926人

定員管理の適正化1

注１　実績増減数は、各年度中の職員増減数です。
注２　職員実数は、翌年度４月１日現在の職員数です。

＜職員実数＞

943人 892人 881人 872人 882人

＜実績増減数＞

▲39人 ▲51人 ▲11人 ▲ 9人 10人

＜計画職員数＞

969人 958人 947人 934人 926人

＜計画増減＞

継続 →→→→

ＮＯ 評価
平成22年度

所管課取組の概要
推進年度

平成19年度
平成22年度の実施内容主な取組内容

平成21年度平成18年度 平成20年度

▲13人 ▲11人 ▲11人 ▲13人 ▲ 8人 　第２次定員適正化計画の策定（H23～H27）

１　５年間で５％（44人）削減
　(1) 平成27年４月１日現在の職員数 828人
２　新規採用職員は、退職者の５割以内（保育
　士、幼稚園教諭を除く）
３　技能労務職は、新規採用を行わない。
４　人口千人当たりの一般行政職の職員数を引
　き下げる。
５　経常経費に占める職員給与の割合を引き下
　げる。

→→→→ →→→→ →→→→

558人 544人 549人 548人 545人

　（うち一般職員数）
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３　定員管理及び給与の適正化等

（２）給与の適正化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 給与構造の見直し

　国の給与構造制度改革に準じて、給
料表の改正、地域手当の導入、昇給時
期及び方法の改正などを行うとともに、
地域の実情にあった給与体系とする。

総務課 実施 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→
　平成18年４月に制度導入を行った給料表の改正、
地域手当の導入、勤務成績の評定を昇給に反映させ
る制度の継続を行った。 〔H18実施済〕

○

2 退職時特別昇給の廃止
　平成18年４月１日から職員の退職時
における特別昇給を廃止する。

総務課

実施

▲3,186
    千円

→→→→

▲2,535
    千円

→→→→

▲2,473
    千円

→→→→

▲3,417
    千円

→→→→

▲2,424
    千円

　20年以上勤務した職員の退職時における特別昇給
を平成18年４月から廃止した。 〔H18実施済〕 ○

3 特殊勤務手当の見直し
　特殊勤務手当制度の趣旨に合致しな
い手当や支出方法について見直しを行
う。

総務課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→
　平成17年度に特殊勤務手当の見直しを行い、平成
18年４月から制度の趣旨に合致した制度及び支給方
法にした。

○

4 通勤手当の見直し
　適正な通勤手当の額となるよう見直し
を行う。

総務課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→ 　平成17年７月に２km未満及び徒歩通勤者の通勤手
当を廃止した。 ○

ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

所管課 平成22年度の実施内容
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３　定員管理及び給与の適正化等

（２）給与の適正化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 評価個別項目 取組の概要

推進年度
所管課 平成22年度の実施内容

5 特別職報酬等の見直し
　特別職報酬審議会を開催し、適正な
特別報酬等について検討する。

総務課 審議 改正 継続 →
▲1,812
　　千円

→→→→

１　審議会の答申を基に、市長、副市長、収入役、教
　育長の退職手当の支給率を平成19年４月から５％
　程度引き下げ、支給を行った。 〔H21実施済〕
２　特別職報酬等審議会の開催
　(1) 開催回数：３回
　(2) 結果
　　→　市議会議員の報酬、市長及び副市長の給料
　　　及び退職手当の額は、現行どおり据え置くことが
　　　適当

○

6 住宅手当の見直し※
　適正な住宅手当の額となるよう見直し
を行う。

総務課
→ →

▲4,464
　　千円

　自宅に係る住宅手当を見直し、半額とした。
　　4,000円/月 → 2,000円/月 （H22実施） ○

7 旅費日当の見直し※
　適正な旅費日当の額となるよう見直し
を行う。

総務課 見直し
　旅費日当を見直し、公共交通機関を利用した場合
の旅費日当を半額とし、公用車を利用した場合の旅
費日当を廃止した。

○
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３　定員管理及び給与の適正化等
（３）定員・給与の状況の公表

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 定員・給与等の状況の公表
　公表の時期、内容及び方法を再検討
し、市民にわかりやすい公表に努める。
（広報誌やホームページでの公表）

総務課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→
　職員の給与や福利厚生制度の状況の公表

１　広報ふくろい（平成22年11月１日号）
２　ホームページによる公表

○

ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

平成22年度の実施内容所轄課
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３　定員管理及び給与の適正化等
（４）福利厚生事業

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 福利厚生事業の見直し

　互助会交付金や事業内容など、市民
の理解が得られるよう点検・見直しを行
う。
（交付率の見直しは平成17年度・22年
度実施済）

総務課

継続

▲7,404
　　　千円

→→→→

▲7,278
　　　千円

→→→→

▲6,838
　　　千円

→→→→

▲7,278
▲6,809

　　　千円

→→→→

▲7,278
▲4,083

　　　千円

１　職員互助会の事業内容の見直しを行い、職員の
　福利や健康増進を目的とした事業の充実を図った。
　(1) 職員互助会交付金交付率の見直し
　　　（４／1,000 → ２／1,000 ）　Ｈ17実施
　　　（２／1,000 → １／1,000 ）　Ｈ22実施
２　職員互助会への交付金の見直し
　(1) 平成23年度以降廃止
　　　（１／1,000 → 　廃止 　 ）　Ｈ23実施

○

所轄課ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

平成22年度の実施内容
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４　人材育成の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 職員の資質の向上

１　組織的に人材育成をすることによる
職員の資質向上を目指し、「人材育成
基本方針」を策定する。
２　職員一人ひとりの職務執行能力の
向上のため、各種研修を開催し意識啓
発を図る。
　(1) 階層別研修（管理者・監督者・新
規採用研修etc)

総務課 検討 策定 →→→→ →→→→ →→→→
　職員を対象とした「人材育成に関するアンケート」
（H20.11）に基づき研修内容・勤務評定の見直しを実
施した。

○

ＮＯ 個別項目 取組の概要 評価
推進年度

所轄課 平成22年度の実施内容

- 27 -

規採用研修etc)
　(2) 特別研修（接遇・IT・人権問題・
ISO・職員倫理etc）
３　市民サービスの向上のため、接遇
意識の向上と基本的な接客能力の向
上を図るため。

→→→→ →→→→ →→→→
施した。

2 人事考課制度の確立

　勤務評定実施要領を制定し、人事考
課の実施基準を定める。
　公平公正な人事考課を実施し、評価
結果を人材育成に活用するため、研修
を充実させる。

総務課 実施 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　評価者の研修などの充実を図りながら、勤務評定
実施要領に基づき、定期評定を実施した。

１　市民サービスや業務改善のために行った創意工
　夫や業務改善への意欲に関する項目
２　能力向上のための研修や自己啓発への取組に関

○

を充実させる。 ２　能力向上のための研修や自己啓発への取組に関
　する項目

3 ワン・ステップアップ運動※

　「ワン・ステップアップ運動」は、行政改
革（組織的な取組）の下支えとして、職
員一人ひとりが身近なところから仕事を
見直し、改善・改革を行う運動で、全庁
を挙げて取り組む。
　この運動を通じ、全職員が視野を広
げ「常に自分の仕事のやり方を見直し、
改善すること」が、行政の生産性の向
上に大きく寄与するものと期待してい
る。

総務課 実施 →→→→ →→→→ →→→→

１　事例発表会＆表彰式の開催
　(1) 事例発表会：35件
　(2) 取り組んだ件数：611件
　(3) 節減された時間：1,712時間/年　…①
　(4) 節減された金額：35,961千円/年　…②
　(5) 取組効果額：39,330千円　　　…①＋②
２　実績提案書の庁内WEB公表
　(1) 改善実績の共有化
　(2) 検索の効率化

○

る。
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５　公正の確保と透明性の向上

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

１－１ パブリックコメントの実施

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」につい
ては、一連の手続き及び基準等を明確
にし、統一的なルールで実施することを
目的に実施要領を策定する。

秘書広報課
方針決定
要綱策定

適用 →→→→ →→→→ →→→→

　広報ふくろいおよびホームページなどにより10件の
パブリックコメントを実施した。
１　総合計画「後期基本計画」
２　袋井市保健・医療・介護構想
３　袋井市行政改革実施計画
４　第２次袋井市スポーツ振興計画
５　袋井市地域福祉推進計画
６　袋井市防犯まちづくり条例
７　袋井市男女共同参画推進プラン
８　第２次袋井市食育推進計画
９　後期袋井市健康づくり計画
10　袋井市男女共同参画推進条例

○

－
パブリックコメントの実施※

○ 平成19～21年度実施分

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

関係各課 実施 実施 実施

１　平成19年度実施：３件
　(1) 都市計画マスタープラン
　(2) 袋井市食育推進計画
　(3) メロープラザ基本計画
２　平成20年度実施：４件
　(1) 袋井市景観計画
　(2) 第５次高齢者保健福祉計画・ 第４期介護保険
　　事業計画
　(3) 袋井市環境基本計画
　(4) 袋井市バイオマスタウン構想
３　平成21年度実施：７件
　(1) 袋井市景観条例
　(2) 袋井市屋外広告物条例
　(3) 袋井市都市宣言を制定
　(4) 袋井市農業振興ビジョン
　(5) 袋井市工業振興計画
　(6) 次世代育成支援行動計画「後期計画」
　(7) 袋井市緑の基本計画

-

1-2
パブリックコメントの実施※

○　総合計画「後期基本計画」

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

企画政策課 実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年７月１日～７月31日
３　寄せられた意見　　５件（５項目）

○

ＮＯ 所轄課 評価個別項目 取組の概要
推進年度

平成22年度の実施内容
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５　公正の確保と透明性の向上

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所轄課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

1-3

パブリックコメントの実施※

○　袋井市保健・医療・介護構
想

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

健康づくり
政策課

実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年10月１日～10月31日
３　寄せられた意見　　４件（８項目）

○

1-4

パブリックコメントの実施※

○　袋井市行政改革実施計画
書

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

総務課 実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年11月１日～11月26日
３　寄せられた意見　　３件（５項目）

○

1-5

パブリックコメントの実施※

○　第２次袋井市スポーツ振
興計画

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

スポーツ推進課 実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年12月15日～
　　　　　　　　　　　 平成23年１月24日
３　寄せられた意見　　０件（０項目）

○

1-6
パブリックコメントの実施※

○　袋井市地域福祉推進計画

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

しあわせ推進課 実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年12月15日～
 　　　　　　　　　　　平成23年１月24日
３　寄せられた意見　　１件（１項目）

○

1-7
パブリックコメントの実施※

○　袋井市防犯まちづくり条例

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

地域振興課
市民協働課

実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年12月15日～
 　　　　　　　　　　　平成23年１月24日
３　寄せられた意見　　２件（２項目）

○
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５　公正の確保と透明性の向上

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所轄課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

1-8

パブリックコメントの実施※

○　袋井市男女共同参画推進
プラン

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

地域振興課
市民協働課

実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年12月25日～
 　　　　　　　　　　　平成23年１月24日
３　寄せられた意見　　０件（０項目）

○

1-9

パブリックコメントの実施※

○　第2次袋井市食育推進計
画

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

健康づくり
政策課

実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年12月25日～
　　　　　　　　　　　 平成23年１月24日
３　寄せられた意見　　２件（２項目）

○

1-10

パブリックコメントの実施※

○　後期袋井市健康づくり計
画

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

健康づくり
政策課

実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成22年12月25日～
　　　　　　　　　　　 平成23年１月24日
３　寄せられた意見　　２件（３項目）

○

1-11

パブリックコメントの実施※

○　袋井市男女共同参画推進
条例

　市が重要な政策等を決定する前に、
「案」の段階から公表して市民からご意
見をいただく「パブリックコメント」を実施
する。

地域振興課
市民協働課

実施

　策定段階（案）での公表による意見聴取

１　意見箱の設置（市内３箇所）・ホームページでの
　公表
２　実施期間　　平成23年３月23日～４月22日
３　寄せられた意見　　７件（８項目）

○

2 行政経営システムの構築

　静岡文化芸術大学と連携し、政策方
針を全庁的かつ総合的に検討する行
政マネジメントの仕組みを構築する。
　また、施策を総合的に調整する「（仮
称）経営会議」の設置を検討する。

企画政策課 検討 試行導入
本格導入
一部導入

→→→→
本格導入

→→→→

１　平成22年～24年をカバーする３か年推進計画の
　素案を作成した。
２　事業評価表の導入
　　行政経営システムの基礎となる、事務事業の評
　価・進捗管理の為、事業評価表を導入し、行政経
　営マネジメントサイクルを構築した。

△
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５　公正の確保と透明性の向上

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所轄課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

3 情報公開制度の見直し

　法改正や新制度の創設による状況判
断に応じ、適切に規定の内容を改め
る。また、公文書の公開だけでなく、各
種審議会の会議の一般傍聴制度など、
公開対象情報の範囲を広げる。また、
市民ニーズと照らし、情報公開コーナー
の充実を図る。

総務課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

＜制度利用状況＞
１　請求件数　19人（524件）
２　主な請求内容
　(1) 各種審議会や委員会等における会議資料や会
　　 議録
　(2) 工事設計単価入り設計書や積算根拠　など

○

4
個人情報保護制度の見直
し

　法改正や指定管理者制度など新たな
制度の創設による状況変化に対応し、
個人情報の適切な取扱いを図る。

総務課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　「情報公開・個人情報保護事務連絡会・意見交換
　会」への参加
　(1) 県・各市町による情報共有及び制度運用協議
２　庁内事務の見直し
　(1) 委員会開催：６回
　(2) 制度の適正運用のため、委員会への諮問案件
　　調査の実施

○

5
監査機能の強化及び監査
結果の公表方法の見直し

　定期監査において、事務事業が合理
的かつ効率的に行われているかの把
握を的確に行うため、監査資料の見直
しを行う。また、行政及び監査の透明性
の向上のため、定期監査結果を市ホー
ムページに掲載する。

監査委員
事務局

継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　定期監査の資料の見直しと充実
２　監査結果の公表
３　財政健全化に基づく審査
４　財政援助団体に対する監査の実施　４件
５　指定管理者に対する監査の実施（H21～）

○

6－1
審議会等の委員の公募※

 ○ 広報広聴モニター

　各種審議会等の委員の公募枠の拡
大に努める。また、委員の男女の比
率、年齢構成、選出区分等を均衡にす
るとともに、多選や複数の委員会の兼
任を避けるよう引続き取り組む。

秘書広報課 実施 →→→→ →→→→ →→→→

　広報広聴モニターは、市民公募により募集し、委員
の男女比率、年齢構成、地域区分などを考慮して選
任した。

１　委員10人のうち、２人を市民公募により選任
２　女性登用率：30％（女性３人、男性７人）
３　均衡のとれた年齢構成（20代３人、30代・40代
　　各２人、50代１人、60代２人）

○

6－2
審議会等の委員の公募※

 ○ 浅羽地区地域審議会

　各種審議会等の委員の公募枠の拡
大に努める。また、委員の男女の比
率、年齢構成、選出区分等を均衡にす
るとともに、多選や複数の委員会の兼
任を避けるよう引続き取り組む。

市民ｻｰﾋﾞｽ課 実施 →→→→ 改選 →→→→

　浅羽地区地域審議会委員の任期満了に伴う改選に
当たり、委員の公募等を行った。 〔H21実施済〕

１　委員　15人（男性10人、女性5人）
２　うち公募委員　３人
３　新規委員　13人/15人

○
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５　公正の確保と透明性の向上

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 所轄課 評価個別項目 取組の概要

推進年度
平成22年度の実施内容

6－3
審議会等の委員の公募※

○ 袋井市環境対策委員会

　各種審議会等の委員の公募枠の拡
大に努める。また、委員の男女の比
率、年齢構成、選出区分等を均衡にす
るとともに、多選や複数の委員会の兼
任を避けるよう引続き取り組む。

環境政策課 実施 →→→→ 改選 →→→→

　環境対策委員会委員の選出にあたっては、委員を
公募するとともに、女性委員の登用を図った。
　また、市内事業所及び関係団体の選出区分から
は、新委員の登用に努めた。　〔H21実施済〕

１　委員　14人（男性11人、女性3人）
２　うち公募委員  ２人
３　新規委員　9人/14人

○

6－4

審議会等の委員の公募※

○　市民との新たなパートナー
シップのまちづくり ～意見交
換会～

　各種審議会等の委員の公募枠の拡
大に努める。また、委員の男女の比
率、年齢構成、選出区分等を均衡にす
るとともに、多選や複数の委員会の兼
任を避けるよう引続き取り組む。

総務課 実施

　意見交換会の市民委員の選出にあたっては、委員
を公募するとともに、女性委員の登用を図った。

１　委員　45人（男性28人、女性17人）
２　うち公募委員  ３人

○
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６　電子自治体の推進

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 ＩＴ推進計画の策定

　本市に最適な情報システムを選択す
るとともに、国のユビキタスネットワーク
社会の実現に向けた情報化施策を計
画的に実行する。

情報政策室
企画政策課

IT推進計画
策定

適用 →→→→ →→→→
見直し

→→→→

　「袋井市ICT推進計画」の策定 〔H21実施済〕

１　市民サービスの向上
２　効率的かつ先進的行政の実現
３　情報を活用したまちづくりと情報教育の推進

○

2
新住民情報系システムの構
築※

　現行の住民情報系システムを見直
し、新たなシステムに移行することで、
行政サービスの向上、事務の効率化を
図る。

情報政策室
企画政策課

新システム
選定

新システム
移行

→→→→

一部移行

→→→→

完全移行

１　現行住民情報系システム（全29業務）の新オープ
　ンシステムへの完全移行
２　軽自動車税のコンビニ収納実施

○

3
情報配信システム
「メローねっと」の導入※

　携帯電話のメール機能を利用した情
報配信システムを導入し、市民への情
報提供及び収集の選択肢を広げること
で市民サービスの向上を図る。

情報政策室
企画政策課

調査
研究

システム
導入 →→→→ →→→→

１　利用促進のPR
　(1) 広報ふくろい、市ＨＰ、各種イベントetc.
２　緊急情報の即時配信による情報価値の向上
　(1) 配信情報：防災情報、防犯情報、火災情報、イ
　　ベント・おでかけ情報etc.

　※　平成23年3月31日現在　登録者4,880人
　※　平成22年度　情報配信件数　546件

○

4
統合型ＧＩＳ（地理情報シス
テム）の導入※

　統合型ＧＩＳを導入し、情報の電子化と
共有化を促進することで、業務の効率
化、高度化を図る。

（参考）
　統合型GISとは、庁内で利用する地図データ
のうち、複数の部局が利用するデータ（例えば
道路、街区、建物、河川など）を各部局で共有
できる形で一元的に整備・管理し、利用していく
庁内横断的なシステムのこと。
　※地理情報システム（GIS＝Geoｇraphic
Information System）

情報政策室
企画政策課

調査
研究

システム
導入 →→→→ →→→→

１　既登載情報：地番図、航空写真など13情報
２　登載情報の追加・修正
　(1) 地番図修正
　(2) 同報無線位置図
３　情報の電子化・共有化による業務の効率化

○

ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

所轄課 平成22年度の実施内容
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７　自主性・自律性の高い財政運営の確保
（１）経費の節減合理化等財政の健全化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 市税等徴収率の向上

　滞納税額の縮減のため、昼夜間、
土、日、祝日を問わず戸別訪問を実施
するとともに、差押えなど滞納処分を強
化することで、市税の徴収率向上に努
める。
（現年度分徴収率99.0%）

税務課
継続

徴収率
98.7%

継続
徴収率
98.2%

継続
徴収率
98.0%

→→→→
徴収率
97.8%

→→→→
徴収率
98.3%

　徴収率向上のための各取組の実施

１　滞納整理強化月間（４～５月、11～12月）
　(1) 電話督促及び戸別訪問
２　全庁体制による滞納整理（11月）
　(1) 職員動員数：315人
　(2) 納付実績：59,566千円
３　静岡地方税滞納整理機構への事務移管
　(1) 難解事案への対応強化
４　軽自動車税のコンビニ収納実施

△

2 都市計画税の見直し

　新市の都市計画税の取扱いについ
て、目的税としての都市計画税の性格
を考慮して、課税区域や税率などの具
体的な検討を行い、合併年度に続く５
年度以内の統一に向け、その方針を決
定する。

企画政策課
財政課
税務課

検討
検討 検討 方針決定 →→→→

　袋井市都市計画税検討懇話会及び浅羽地区地域
審議会の意見を踏まえ市統一案を策定した。　〔H21
実施済〕

＜統一案＞
１　税率：0.3％
２　課税区域：都市計画区域（農用地区域及び用途
　地域以外の農地（田・畑）を除く。）
３　課税開始時期：平成23年度

○

3 使用料・手数料等の見直し

　新規事業の予算化に当たっては、使
用料・手数料等の設定の可否を検討す
るとともに、既存の使用料・手数料等に
ついても、対象事業とのバランス等を考
慮し、３年ごとに定期的な点検を行う。
　また、使用料・手数料の見直しに合わ
せ情勢の変化等に伴い、減免の必要
性や減免率の妥当性についても検討す
る。

関係各課 適用 →→→→ 見直し
見直し

適用
適用

　使用量・手数料等の見直し 〔H21実施済〕

１　使用料
　　施設等の経営改善や稼働率の向上などの徹底
　した経費削減に取り組む
２　手数料
　　事務手続きの見直しや処理時間の短縮による経
　費削減に取り組む

○

4 企業誘致の促進

１　工業団地の分譲を推進し、工業立
地を促進する。
＜久能・山科東工業団地・小笠山山麓
周辺＞

２　民間企業が市内に所有する未利用
工業用地の土地利用と工業立地を促
進する。
＜見取地区・新池地区ほか＞

商工課
産業振興課

継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　山科東工業団地PR
２　【次期工業団地開発】小笠山山麓開発の可能性
　検討
３　庁内検討組織「企業誘致推進チーム」による検討
　(1) 企業からの相談窓口一本化
４　鷲巣及び新池地区の工場閉鎖に対する対応

○

5 水道料金等の見直し

　新たに策定した水道事業基本計画に
基づき、旧袋井市と旧浅羽町の二制度
となっている水道料金及び加入分担金
の料金体系を統一する。

水道課 検討 検討 検討 見直し 適用

　水道料金の統合改定の手続 〔H21実施済〕

１　袋井市水道料金懇話会による検討
２　意見書の提出市長に提出
３　袋井市水道給水条例の改正
４　平成22年４月１日からの料金改定

○

ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

所轄課 平成22年度の実施内容
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７　自主性・自律性の高い財政運営の確保
（１）経費の節減合理化等財政の健全化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 評価個別項目 取組の概要

推進年度
所轄課 平成22年度の実施内容

6 下水道料金等の見直し

　使用料については、維持管理費等の
現時点における下水道事業の収支状
況を把握し、適正な応分負担を確保す
るため見直しを行う。
　受益者負担金（分担金）については、
算定方法及び徴収方法の検討を行い
次期事業変更認可時に見直しを行う。

下水道課
検討 検討 検討 検討 見直し

検討

　下水処理場の包括的民間委託などの導入に向け、
先進地の事例調査を実施した。
　また「アクアパークあさば」の増設工事の完了に伴
い、維持管理費の増額や包括的民間委託などの導
入を総合的に検討する。

△

7
水道料金・下水道使用料の
徴収率の向上

　水道料金・下水道使用料の賦課徴収
事務の一元化や、利用者の利便性の
ためにコンビニ収納を検討しつつ、催告
書発送、臨宅訪問、滞納者に対して口
座振替へ移行を推進し、徴収率の向上
を図る。

水道課
下水道課

継続
（水道事業）

現年度97.0%

(下水道事業)
現年度98.3%

→→→→
（水道事業）

現年度96.8%

(下水道事業)
現年度97.7%

→→→→
（水道事業）

現年度97.1%

(下水道事業)
現年度98.2%

→→→→
（水道事業）

現年度97.4%

(下水道事業)
現年度98.0%

→→→→
（水道事業）

現年度97.3%

(下水道事業)
現年度98.3%

　催告書の送付を年３回から年４回にし、未納者への
注意を喚起した。また、停水処分の対象を拡大し、滞
納整理を強化した。

１　督促状の送付　　　　　毎月実施
２　催告書の送付　　　　　４回／年
３　給水停止通告件数　　593件　（前年411件）
４　給水停止執行件数  　263件　（前年172件）
　
※　収納率は決算が出ていないため見込の数値。確
　定は決算にて報告する。

△

8
　
新たな公会計制度の整備

　新たな公会計制度（複式簿記に基づく
財務諸表）は、総務省が基本的な考え
方を示しているので、これに基づき新た
な公会計制度について整備していく。

財政課 研究 →→→→ 作成 公表 →→→→

　基準モデルを採用した財務四表の作成・公表

１　平成21年度分作成
２　市議会報告（H22.10）
３　広報ふくろい及びホームページへの掲載
　　（H22.12)

○

9 財政状況の公表

　財政状況（上・下半期執行状況、予
算、決算）について、広報紙やインター
ネットなどで、よりわかりやすく公表す
る。

財政課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　広報紙での公表概要
　(1) ４月１日号
　　・ 当初予算
　(2) ６月１日号
　　・ 前年度下半期（10月1日～３月31日）執行状況
　(3) 11月１日号
　　・ 前年度決算概要／財政健全化判断比率
　(4) 12月１日号
　　・ 上半期（４月１日～９月30日）の執行状況等
２　ホームページでの公表（随時）

○

10 未利用市有地の売却

　公共用地利用活用検討委員会を設置
し、遊休地の有効な活用、処分方法の
検討を進め、さらなる利活用（処分）を
図る。

財政課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

　売約や交換による未利用地の利活用

１　売却件数　　11件
２ 交換件数　　1件
３　売却面積　　1,498.95㎡
４　交換面積
　(1) 交換による減少　　1,317.13㎡
　(2) 交換による取得　　5,057.90㎡
５　収入金額　　15,510千円

○
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７　自主性・自律性の高い財政運営の確保
（１）経費の節減合理化等財政の健全化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度
ＮＯ 評価個別項目 取組の概要

推進年度
所轄課 平成22年度の実施内容

11
庁舎管理の省エネルギーの
推進

　袋井市が取り組んでいるISO14001の
電気・水道・灯油の使用量の環境目標
を目標数値とする。

水使用量・・・9年度より13％削減（5,747
トン以下）
　
電気使用量・・・17年度より2％削減
（659,434kwh以下）
　
灯油使用量・・・　11年度の使用量以下
（55,812㍑以下）

財政課 継続 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　外部監査の実施〔H23.2〕
　(1) ISO14001の登録更新
２　平成22年度状況　　※（）内は目標値
　(1) 水使用量　　5,582トン（5,513トン）…1.3％増
　(2) 電気使用量　　725,718キロワット
　　　　　　　　　　　　（720,397キロワット）…0.7％増
　(3) 灯油使用量　　30,825リットル
　　　　　　　　　　　　 （46,295リットル）…33.0％減

△

12
有料広告の検討

 ○ 広報紙・ホームページ

　公共物に広告が掲載されることで、市
がその広告主を推奨しているような印
象を与えるおそれがあることなど、有料
広告の導入に係る留意点や課題の整
理を行う。

秘書広報課 実施 方針決定
→→→→
実施
11社

　ホームページにおけるバナー広告実施

１　ホームページのレイアウト変更
２　平成22年度掲載申し込み〔11社104か月分〕
　　＜内訳＞　12か月掲載…７社
　　　　　　　　　11か月掲載…１社
　　　　　　　　　 3か月掲載…３社

○

13 税源の創出

　三位一体改革に伴う税源移譲など、
県と市の財源の適正な在り方を県に要
望するとともに、新たな税源の創出の
研究など、自主財源の拡充に努める。

企画政策課 研究 →→→→
実施

→→→→ →→→→ →→→→
１　都市計画税の市統一案の決定 〔H21実施済〕
２　ふるさと納税（寄付制度）の推進
　(1) 平成22年度　１件：50,000円

△

14
事務事業の再点検
　　　　　　　　　点検※

年々増加し続ける事務事業の実施方
法などについて、実施方法等の点検を
行い、より簡素で効率的な行政経営を
追求する。

財政課
総務課

企画政策課
実施 →→→→ →→→→

＜事務事業評価表の導入＞
　市が実施するすべての事業について「事業評価表」
を作成し、担当課による自己評価及び財政課による
評価を実施するとともに、平成23年度予算編成に反
映させた。

○
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７　自主性・自律性の高い財政運営の確保
（２）補助金等の整理合理化

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 補助金の見直し

１　行政の責任分野、経費負担の在り
方、必要性、緊急性や効果などを検証
するため見直し基準を策定する。
２　補助金の見直しと併せて終期の設
定を行う。
３　（仮称）補助金評価委員会を設置す
る。

財政課

見直し基準
（案）

の策定

見直し基準
の策定

見直し

適用 →→→→ 見直し

　平成19年度の提言に沿って、次の方針により、504
の補助金等の見直しを行った。
１　評価対象事業の選定
２　補助対象経費の明確化
３　補助額（率）の適正化
４　終期の設定

＜見直し結果＞
１　廃止したもの９、縮小したもの53、前年同額のも
　の60、増額となったもの42など
２　財政効果：約58,000千円削減

○

ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

所轄課 平成22年度の実施内容
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７　自主性・自律性の高い財政運営の確保
（３）公共工事

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度

1 電子入札の導入

　「競争性の確保と行政効率の向上と
の両立」を目的として、インターネットに
より公共工事の入札を行うことができる
電子入札環境を整備する。

財政課 検討
準備
周知

一部実施 →→→→
対象拡大

→→→→
対象拡大

１　実施範囲の拡大
　(1) 建設工事請負業務
　　・ 予定価格 １千万円以上
　(2) 委託業務
　　・ 予定価格 500万円以上
　(3) 登録業者数
　　・ 1,002業者（前年度比162増）
　(4) 実施件数 95件（前年度比 72件増）
２　平成23年度～　全件実施

○

2
工事完了検査業務の充実
と優良業者の育成

　発注者間における工事成績評定のバ
ラツキを解消するために、国、県、市町
で統一した工事成績評定要領を採用す
る。
  また、その結果に基づき、優良な工事
を表彰する制度を創設する。

財政課
制度創設

実施 →→→→ →→→→ →→→→ →→→→

１　「工事成績評定要領」に基づく評定により表彰
　　〔平成21年度分〕
　(1) 建設業者５社
　(2) 主任技術者５人
　※　被表彰者は総合評価落札方式の審査時に加算
　　点を付与
２　工事成績評定要領に基づく評定
　(1) 平成22年度実施工事 214件

○

3 総合評価落札方式の実施

　公共工事の品質を確保するため、価
格だけで評価していた従来の落札方式
と違い、品質を高める為の新しい技術
やノウハウといった価格以外の要素を
含めて評価する総合評価入札方式を
実施する。

財政課 検討 試行実施 実施 →→→→ →→→→

１　対象工事
　　設計金額概ね2，000万円以上で活用する機能や
　技術、環境の維持や安全への配慮等により金額に
　差がでる工事

２　建設工事での実施： ７件
　(1) （仮）田原西公園整備工事
　(2) 都市計画道路 西通新池線道路改築工事　など

○

ＮＯ 評価個別項目 取組の概要
推進年度

所轄課 平成22年度の実施内容
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